
事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

3,005

0.37 0.37

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ａ

0.00

0.42

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

6,207 6,372 6,417 6,253 10,456

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

１　学校教育の充実

12

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

3,628 3,655

0 0 0

総合戦略

●毎月定例教育委員会を開催、必要に応じて臨時会を開催する。　●教育委員会会議録をホームページ等通じて公表　●教育委員会委員が小・中学校

を訪問し、指導助言を行う。　●教育委員会委員が各種研修会に出席し、情報入手や課題等の共有に努め、各教育委員会間の連絡調整、諸課題の解

決を図る。　●総合教育会議の開催

R2年度実績 R3年度見込

教育委員会の開催 12

実績値

100.0

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、学校教育、生涯学習、社会教育の振興、文化財の保護等の面において、政治的中立性の確保、継

続性、安定性の確保により、教育行政の充実を図る。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、市長と教育委員会委員で構成される総合教育会議において、教育環境の整備や教育、学術及び文化の振興

を図るための重点的に講ずべき事項の協議等を行っている。また、毎月行われる定例会議において、教育に関する教育行政における重要事項や基本方針等を決定する

とともに、教育委員会点検評価制度を活用して市民への説明責任を果たすことで、より効果的な教育行政を推進することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

2,717 2,687

0 0

0

0

0

0.93

2,579

周

辺

環

境

法律の改正により、平成２７年度から「総合教育会議の開催」「教育大綱」の策定が必須となり、総合教育会議の開催により、民意の代表である市長と教育委員会の連携強化を図っている。　ま

た、平成２８年度末及び令和元年度末に「周南市の教育」と「教育振興基本計画」を包含した「新たな教育大綱」を策定し、これに沿って教育行政を着実に進めてきている。

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が制定されたことを受け、教育に関する事務を処理するために設置される合議制の執行機関である教育委員会の運営を開

始した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

告示のほか、ホームページに会議開催予定及び議事録を掲載するなど、市民に開かれた教育委

員会会議として活動の周知に努めている。９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

この事務は法定事務のため妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
時世の変化に則した教育行政の推進に寄与する。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

円滑に運営できており、定例会及び協議会における議論の活性化が図られた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

引き続き、市長部局とも連携を図りながら、教育委員会の活性化と民意の反映に一層努めたい。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

教育委員会委員の研修に積極的に参加することで、国や県の動向をはじめ、他市の状況把握に努める。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

3,628

正職員

（人）正職員以外
0.35

0 0

2,579 2,717 2,687

0 0 0

6,654

0

事

業

概

要

対　象

周南市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

急速に変化する社会情勢の中、教育に関する重要事項や基本方針等を決定し、より効果的な教育行政の推進が求められる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

3,005 6,654

3,2483,730

正職員以外

3,730 3,248 3,802

0

12 12目標値 回

基

本

情

報

回 12 12

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

3,8023,655

事務事業名 教育委員会費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

12 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

9,731

1.14 0.96

6,004 9,158 0

Ａ

Ａ

Ｂ

4.00

1.36

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

21,677 19,509 14,332 19,712 28,431

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

１　学校教育の充実

12

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 597

13,351 11,137

0 0 0

総合戦略

●教育委員会の内部調整及び管理的業務（人事業務、法令業務など）　●教育長秘書業務　●会計年度任用職員の管理（小・中学校環境整備業

務）

R2年度実績 R3年度見込

課長会議の回数 12

実績値

100.0

人事・秘書・統括的な業務を持つ教育委員会事務局の管理運営を遂行することで、教育行政の充実を図る。

教育委員会事務局業務の円滑な運営

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

8,372 6,971

0 0

0

0

6,770

2.21

8,326

周

辺

環

境

令和２年度より、会計年度任用職員制度が導入されている。　また、学校環境整備員が３人⇒４人へ増員された。

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が制定されたことを受け、教育委員会の権限に属する事務を処理する事務局の管理運営を開始した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

教育委員会事務局内の内部調整や管理的業務の効率化を図る。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

法令により設置が義務付けられている教育委員会の権限に属する事務を処理する事務局の管

理運営の遂行は妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
事務局内及び市長部局との情報共有が進み、共通認識のもとで事務を進めることができる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

課長会議を適時開催し、教育委員会事務局内の情報共有を図ることができた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

教育委員会事務局として、総合調整機能強化はもとより、市長部局との連携を強化し、引き続き新たな大綱の具現化に努めたい。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

さらなる事務局内の効率的な運営と市長部局との連携を強化していく。

4.00

(9,158 ) (0 )（事業費集計済分）

13,351

正職員

（人）正職員以外
1.13

0 0

8,326 8,372 6,971

0 0 1

15,813

0

事

業

概

要

対　象

職員（会計年度任用職員含む）

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

社会情勢やニーズの変化が教育行政に大きな影響を及ぼす。

(0 ) (6,770 ) (6,004 )
（人）

9,731 15,813

9,9817,361

正職員以外

7,361 9,981 12,618

0

12 12目標値 回

基

本

情

報

回 12 13

0.00 5.00 3.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

12,61710,540

事務事業名 事務局一般事務費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 108.3

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

12 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

2,433

0.20 0.12

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.34

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

6,367 6,049 4,724 5,896 5,777

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

１　学校教育の充実

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

4,893 4,580

0 0 0

総合戦略

●（学）山口県桜ケ丘学園に対する補助　(1)　管理運営事業費の一部を補助、補助率1/6　（ただし、市内在住の生徒一人当たり6,000円を限度）

●（学）徳山教育財団に対する補助　(1)　保護者が市内在住である父子・母子家庭の学生の授業料減免に対する補助、補助率1/2、入学生のうち３

人以内

R2年度実績 R3年度見込

指標なし

実績値

-

私立学校の運営費等の一部を補助することにより、私学振興の充実が図られる。

山口県桜ケ丘学園の運営費の一部を補助することで、私学運営の拡充が図られる。また、徳山教育財団が実施する奨学生制度に対し一部補助すること

で、父子・母子家庭の学生の地元での高等教育の機会を確保できる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,469 871

0 0

0

0

0

0.20

1,474

周

辺

環

境

それぞれの交付要綱に基づいて補助金を交付している。

市内私学の教育の振興及び充実を図るため、学校法人山口県桜ケ丘学園には昭和５６年度から、学校法人徳山教育財団には平成２０年度から、それぞれ補助金を

交付することとした。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

適正に補助金交付を行っている。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

周南市の教育環境の充実のため、市内在住の生徒・学生・保護者を支援することは妥当であ

る。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
周南市における教育環境の充実を図ることができる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

補助金交付要綱に基づき、申請額に対する補助金を交付した。

Ｂ２．事務事業の目的（対象・意図）

周南市の教育環境の充実のために、私学助成は重要な政策であるため、引き続き事業の進展に努めたい。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

周南市の教育環境充実のために、引き続き私学助成を行う。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

4,893

正職員

（人）正職員以外
0.20

0 0

1,474 1,469 871

0 0 0

1,431

0

事

業

概

要

対　象

山口県桜ケ丘学園、徳山教育財団

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

・国の高等教育の授業料の減免など修学支援制度の拡充。　・現在、徳山大学の公立化（市立化）の検討がされている。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

2,433 1,431

3,4633,853

正職員以外

3,853 3,463 4,346

0

目標値

基

本

情

報

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

4,3464,580

事務事業名 私学等助成事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

-



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

3,578

0.45 0.45

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ａ

0.00

0.50

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

4,822 6,292 6,672 22,867 5,078

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

１　学校教育の充実

10

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

1,451 2,921

1,506 2,987

0 0 0

総合戦略

●家庭の経済的理由により修学が困難な人へ奨学金の貸付・給付を行う。　　(1)対象者…高等学校（高等学校専攻科含む）、高専、大学、短大及び

専修学校の学生　　　(2)制度…貸与型（一般奨学金、定住促進奨学金）及び給付型（修学支援奨学金）　　　　※令和３年度から、高校生等に対

する一般奨学金を18,000円と24,000円の選択制とした。　　また、定住促進奨学金を10,000円と20,000円の選択制とした。

R2年度実績 R3年度見込

奨学生決定者数 12

実績値

110.0

奨学金を貸付け及び給付することで修学困難者の修学機会を確保できる。

修学困難者の修学機会の確保

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

3,305 3,267

0 0

0

2,474

0

0.35

3,316

周

辺

環

境

日本学生支援機構の給付型奨学金制度が平成２９年度より開始された。　平成３０年度から、定住促進奨学金及び修学支援奨学金の制度を開始した。　令和３

年度から、高校生等に対する一般奨学金と、定住促進奨学金の制度を拡充した。

経済的理由により修学が困難な者に対して修学上必要な資金を貸し付ける奨学金貸付基金を設置し、運用を開始した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

奨学金の貸付けや償還等を管理するシステムの更新をするなど、事務効改善を図る。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

経済的理由により修学が困難な高校生や大学生に対し、奨学金を貸付け又給付することで修

学機会の確保につながっていることから妥当性は認められる。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
経済的な理由により修学が困難な者の修学機会を確保できる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

募集から決定、そして次年度の広報等、概ね計画どおり実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

本基金は、市民の修学機会を確保するための市民共有の財産である。対象となる市民に、より多く有効活用してもらうための周知を行うとともに、世代を超

えて活用され続けるものとなるように、適切な債権管理に努めたい。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

令和３年度から、高校生等に対する一般奨学金と定住促進奨学金の制度を拡充している。今後の社会情勢やニー

ズの変化に対応し、奨学生にとってより使いやすい奨学金制度としていく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

55

正職員

（人）正職員以外
0.45

3,340 19,223

3,316 3,305 3,267

0 0 0

2,504

0

事

業

概

要

対　象

市民（高校生、大学生等）

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

国において大学等の授業料免除や減額等の措置が予定されている。　また、全国的に奨学金償還支援制度が多種設立されている。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

3,578 2,504

6665

正職員以外

3,405 19,289 2,574

0

10 10目標値 人

基

本

情

報

人 13 6

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

10066

事務事業名 奨学金貸付等基金事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 130.0 60.0

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

11 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

0

0.21 0.37

0 0 0

0.00

0.00

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

1,503 1,638 2,845 0 2,995

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

１　学校教育の充実

30

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

103 96

0 0 0

総合戦略

児童が市議会議員の立場から、市政全般について市長に対し一般質問を行う。

R2年度実績 R3年度見込

こども議会に参加した児童数 30

実績値

0.0

模擬議会を通して議会の仕組み等を学びながら、まちづくりについて考えることで、市の未来を担う子供たちの市政への理解を深め、ふるさとへの誇りと愛着心

を醸成するとともに、子供たちのアイデアを市政に生かす。

学校での学習効果の向上だけでなく、将来のまちづくりや議会に携わる人材の育成につなげることができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,542 2,687

0 0

0

0

0

0.40

1,400

周

辺

環

境

平成２８年度より教育委員会所管事務として開催することとなり、令和２年度までの５年間で全ての小学校を対象に実施することとしていたが、令和２年度は新型コロナ

ウィルス感染症の影響による学びの回復のため実施せず。（延期）

こども議会は、平成２６年度から児童が自由な発想で考えたまちづくりの夢や希望を、「まちづくり提言」として市に届けるという目的で、市長部局が所管する事業として事業

を開始した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

平成２８年度から令和２年までの５年計画で、全小学校に参加してもらうという実施手段は

最適と考える。９．類似事業との統合・代替の検討

効

率

性

評価の理由

現状の周辺環境

６年生は社会科の授業において、地域づくり、市政や議会のしくみなどについて学習し、また、国

語科の授業では、プレゼンテーションのねらいや方法について学んできたところであり、こうした学校

での学びの成果を将来のまちづくりや人材育成につながることから妥当性は認められる。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
学校での学習効果の向上だけでなく、将来のまちづくりや議会に携わる人材の育成につなげることができる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

令和２年度は新型コロナウィルス感染症の影響に係る学びの回復のため実施せず。

２．事務事業の目的（対象・意図）

令和２年度は新型コロナウィルス感染症の影響に係る学びの回復のため、事業を実施しなかった。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

引き続き、こども議会を通して、まちづくりや政治への関心を高め、将来のまちづくり等に携わる人材の育成に努める。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

103

正職員

（人）正職員以外
0.19

0 0

1,400 1,542 2,687

0 0 0

2,862

0

事

業

概

要

対　象

市内の小学６年生

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

令和３年度で全ての小学校で実施完了となる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

0 2,862

0158

正職員以外

158 0 133

0

30 30目標値 人

基

本

情

報

人 27 29

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

13396

事務事業名 こども議会開催事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 90.0 96.7

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

0 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

787

0.02 0.02

3,606 4,696 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

0.11

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

1,970 7,243 3,751 5,248 7,783

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

１　学校教育の充実

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

1,823 7,096

0 0 0

総合戦略

●県職員の配置基準により、県費事務・養護教職員が配置されない小学校（事務、養護）に会計年度任用職員を配置　　・R2実績…学校事務：須

磨小・八代小に各1名、計2名配置　学校養護：すべて県費職員が配置された

R2年度実績 R3年度見込

指標なし

実績値

-

県費の事務・養護教職員が配置されない小規模校に市費で配置することにより、学校管理運営を円滑に行い、教育の充実が図られる。

教員の働き方改革が推進されるとともに、学校事務の円滑な運営及び児童の安全な教育環境が確保できる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 2,601 0 0

147 145

0 0

0

0

7,096

0.02

147

周

辺

環

境

・児童の減少に伴い、県の配置基準を満たさない学校の増加が想定される。　・平成３０年度予算では、事業費の中に学校業務支援員予算を計上していたが、令和元

年度予算から「教育指導一般事務費」に組替

県職員の配置基準により、県費学校事務職員・養護教諭が配置されない小規模校に市費で配置することで、学校管理運営の円滑化及び教育の充実を図ることとした。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

・県費で学校事務・養護教諭が配置されなかった場合に市費で措置をすることで、学校教育の

充実を図る。　・学校業務支援員を配置することで教員の働き方改革を推進する。９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

学校管理運営の円滑化や教育の充実のため妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
教員の働き方改革が推進されるとともに、学校事務の円満な運営及び児童の安全な教育環境が確保できる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

・県費で配置されなかった須磨小学校及び八代小学校の学校事務職員を配置した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

小規模学校の運営上必要な事業であり、学校教育の充実の基礎となるものであることから、県費での配置の要望を引き続き行いたい。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

引き続き、県費職員の配置拡充に向けた要望を行う。

2.00

(4,696 ) (0 )（事業費集計済分）

1,823

正職員

（人）正職員以外
0.02

0 0

147 147 145

0 0 0

143

0

事

業

概

要

対　象

周南市内の小学校で、県費事務・養護教職員が配置されない小学校

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

児童の減少に伴い、県の配置基準を満たさない学校の増加が想定される。（令和３年度はこれまでの学校事務員のほか、須磨小に養護教諭を１名配置）

(0 ) (7,096 ) (3,606 )
（人）

787 143

4,4613,606

正職員以外

3,606 4,461 7,640

0

目標値

基

本

情

報

0.00 9.00 2.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

7,6404,495

事務事業名 小学校教職員経費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

-



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

429

0.02 0.02

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ｂ

0.00

0.06

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

2,130 1,726 1,696 1,981 1,982

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

７　教育施設の整備

53

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

1,983 1,579

0 0 0

総合戦略

●教育施設（学校、生涯学習、教育支援センター）にＡＥＤ（自動体外式除細動器）を継続設置　●当事業は小・中学校４５台、教育支援セン

ター１台、大田原自然の家１台のＡＥＤリース（借上料）　●当事業費以外でのＡＥＤ設置は、小学校１台、学び・交流プラザ２台、中央図書館１

台、鹿野図書館１台（寄贈等による）

R2年度実績 R3年度見込

ＡＥＤの設置数 53

実績値

98.1

ＡＥＤ設置により、万一の事故に対する救命措置が可能となり安心して施設を利用できる。

万一の事故に対する救命措置が可能となり安心して施設を利用できる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

147 145

0 0

0

0

0

0.06

147

周

辺

環

境

平成３０年度から市民センター（旧公民館）を市長部局へ移管したことにより、教育施設に係るＡＥＤ設置数が減少した。

市民が安心して施設を利用できるために、市民センター（旧公民館）を含めた教育施設へのＡＥＤ設置促進を開始した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

学校などの広い施設における複数台の設置は、利用頻度などを総合的に勘案すると困難である

ため、１施設１台を維持していく。９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

ＡＥＤを設置することで、施設利用者は、万一の事故に対する救命措置となり安心して施設が

利用できることから妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
万一の事故に対する救命措置が可能となり安心して施設を利用できる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

活動中の教育施設及び生涯学習施設については全て設置できている。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

ＡＥＤ設置に関しては教育施設のみでなく、全市的な対応となっている。公共施設再配置も踏まえた効果的な配置について、引き続き関係部署との協議

を進めたい。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

引き続き、教育施設の安心・安全な利用のため、ＡＥＤの適切な維持管理に努める。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

1,983

正職員

（人）正職員以外
0.02

0 0

147 147 145

0 0 0

429

0

事

業

概

要

対　象

市民（施設利用者）

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

引き続き、教育施設に係るＡＥＤを適切に管理していく。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

429 429

1,5521,551

正職員以外

1,551 1,552 1,553

0

64 53目標値 台

基

本

情

報

台 52 52

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

1,5531,579

事務事業名 教育施設ＡＥＤ設置事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 81.3 98.1

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

52 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

7,871

1.10 0.80

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ａ

0.00

1.10

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

76,879 75,896 73,942 250,479 255,508

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

７　教育施設の整備

100

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

68,774 67,818

0 0 0

総合戦略

休校を含む小学校全校の施設等修繕、漏水調査、汚水管清掃、消防用設備点検、遊具点検、電気工作物保守管理、エレベーター保守管理、プールろ

過装置保守点検、機械警備、樹木管理等

R2年度実績 R3年度見込

修繕対応率 100

実績値

100.0

小学校施設の適正な維持管理を行い、安心・安全な教育環境を確保する。

児童が安心して快適に学べる教育環境を確保することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

8,078 5,809

0 0

0

47

0

1.60

8,105

周

辺

環

境

業者発注が必要な業務を種別毎に発注しているため、契約締結の多さが事務負担の増大につながっている。

小学校施設の適正な維持管理を行うため、必要経費を計上した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

契約締結による事務負担の軽減や施設維持管理コストの縮減を図るため、種別毎に発注して

いる業務の包括発注に向けた検討を進める（包括管理業務委託の検討）。また、軽微な修

繕対応についても包括管理業務に盛り込むことをあわせて検討していく。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

児童が安心して快適に学べる教育環境を確保することを成果としているため、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
契約締結による事務負担の軽減や施設維持管理コストの縮減が可能となる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

当初の計画どおり、概ね実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

経費の抑制に留意し、計画的かつ効率的な維持管理に努めていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果上昇

コスト削減

契約締結による事務負担の軽減や施設維持管理コストの縮減を図るため、種別毎に発注している業務の包括発注

に向けた検討を進める（包括管理業務委託の検討）。また、軽微な修繕対応についても包括管理業務に盛り込む

ことをあわせて検討していく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

68,774

正職員

（人）正職員以外
1.10

0 133

8,105 8,078 5,809

0 3,161 3,953

11,448

0

事

業

概

要

対　象

周南市内の小学校

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

契約締結による事務負担の軽減や施設維持管理コストの縮減を図るため、種別毎に発注している業務の包括発注に向けた検討を進める（包括管理業務委託の検

討）。また、軽微な修繕対応についても包括管理業務に盛り込むことをあわせて検討していく。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

7,871 11,448

239,31468,133

正職員以外

68,133 242,608 244,060

0

100 100目標値 ％

基

本

情

報

％ 100 100

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

240,06067,818

事務事業名 小学校施設管理費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

100 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

6,797

0.86 1.25

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ａ

0.00

0.95

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

118,464 67,842 699,037 30,377 76,755

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

７　教育施設の整備

100

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

112,128 61,526

0 0 170,864

該当 総合戦略

小学校施設の修繕・改修工事

R2年度実績 R3年度見込

事業費執行率 100

実績値

61.2

小学校施設を計画的に改修することで、安心安全な教育環境を確保する。

児童が安心して快適に学べる教育環境を確保することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

39,800

0 0 0 0

6,316 9,076

70,400 32,700

0

26,000

0

1.40

6,336

周

辺

環

境

まちづくり総合計画に基づく実施計画の推進により教育施設の改修を進めているが、築後３０年を経過した施設の老朽化が著しく、今後改修等が必要となる施設の増加

が想定される。

まちづくり総合計画に基づく実施計画の推進により教育施設の改修を進めていた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

市が関与し施設改修を行う必要があるため、最適である。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

児童が安心して快適に学べる教育環境を確保することを成果としているため、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
令和元年度に策定した「周南市学校施設等長寿命化計画」に基づき施設整備を進めることで、中長期的な維持管理に係るトータルコストの縮減や予算の平準化が可能

となる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

当初の計画どおり、概ね実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

老朽化施設の改修は、安心安全な教育環境の確保のために必要な事業であることから、「周南市学校施設等長寿命化計画」に基づき計画的に進めてい

く。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果上昇

コスト削減

令和元年度に「周南市学校施設等長寿命化計画」を策定したことに伴い、今後は計画に基づき施設整備を進めて

いく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

41,728

正職員

（人）正職員以外
0.86

54,000 7,000

6,336 6,316 9,076

0 0 0

10,017

0

事

業

概

要

対　象

周南市内の小学校

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

令和元年度に「周南市学校施設等長寿命化計画」の策定が完了したことに伴い、今後は計画に基づき施設整備を進めていく。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

6,797 10,017

1,08013,597

正職員以外

689,961 23,580 66,738

0

100 100目標値 ％

基

本

情

報

％ 159.39 79.86

0.00 0.00 0.00

451,500 15,500

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

93828,826

事務事業名 小学校改修事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 159.4 79.9

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

61.24 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

8,228

0.00 0.90

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

0.00

1.15

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

0 0 36,353 893,482 0

令和３年度

事業期間 平成30年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

７　教育施設の整備

100

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

0 0

0 0 0

該当 該当総合戦略

空調機器の設置

R2年度実績 R3年度見込

整備率 0

実績値

100.0

児童が安心して快適に学べる教育環境を確保する。

熱中症対策や学習に集中できる教育環境を確保することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

0 6,535

0 0

213,400

0

0

0.00

0

周

辺

環

境

当初は空調設備の稼働を令和２年９月からとしていたが、新型コロナウイルスによる学校の休業に伴い夏休み期間が短縮される可能性が高いことから、当初の予定からの

前倒しが急務となっている。

近年の猛暑のため児童の健康被害が発生しやすい状況下にあり、普通教室への空調設備整備は喫緊の課題であった。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

熱中症対策や学習に集中できる教育環境を確保するため、最適である。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｄ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

熱中症対策や学習に集中できる教育環境を確保することを成果としているため、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

当初の計画どおり、実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

予定どおり令和２年度で事業を完了した。設備の維持管理については周南市立小中学校空調設備運用ガイドラインの周知により、経費の抑制を図ってい

く。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

廃止・休止 予定どおり令和２年度で整備を完了した。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 12,000

0 0 6,535

0 0 0

0

0

0

事

業

概

要

対　象

周南市内の小学校

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

児童が安心して快適に学べる教育環境を確保するため、空調設備整備の更なる充実を図る必要がある。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

8,228 0

58,75429,818

正職員以外

29,818 885,254 0

0

0 0目標値 ％

基

本

情

報

％ 0 0

0.00 0.00 0.00

0 601,100

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

00

事務事業名 小学校普通教室空調設備整備事業費

～ 令和2年度

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

100 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

7,871

1.00 0.80

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ａ

0.00

1.10

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

37,536 41,417 36,755 128,020 114,164

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

７　教育施設の整備

100

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

30,168 34,073

0 0 0

総合戦略

休校を含む中学校全校の施設等修繕、漏水調査、汚水管清掃、消防用設備点検、遊具点検、電気工作物保守管理、エレベーター保守管理、プールろ

過装置保守点検、機械警備、樹木管理等

R2年度実績 R3年度見込

修繕対応率 100

実績値

100.0

中学校施設の適正な維持管理を行い、安心・安全な教育環境を確保する。

生徒が安心して快適に学べる教育環境を確保することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

7,344 5,809

0 0

0

21

0

1.60

7,368

周

辺

環

境

業者発注が必要な業務を種別毎に発注しているため、契約締結の多さが事務負担の増大につながっている。

中学校施設の適正な維持管理を行うため、必要経費を計上した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

契約締結による事務負担の軽減や施設維持管理コストの縮減を図るため、種別毎に発注して

いる業務の包括発注に向けた検討を進める（包括管理業務委託の検討）。また、軽微な修

繕対応についても包括管理業務に盛り込むことをあわせて検討していく。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

生徒が安心して快適に学べる教育環境を確保することを成果としているため、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
契約締結による事務負担の軽減や施設維持管理コストの縮減が可能となる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

当初の計画どおり、概ね実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

経費の抑制に留意し、計画的かつ効率的な維持管理に努めていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果上昇

コスト削減

契約締結による事務負担の軽減や施設維持管理コストの縮減を図るため、種別毎に発注している業務の包括発注

に向けた検討を進める（包括管理業務委託の検討）。また、軽微な修繕対応についても包括管理業務に盛り込む

ことをあわせて検討していく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

30,168

正職員

（人）正職員以外
1.00

0 844

7,368 7,344 5,809

0 1,458 1,689

11,448

0

事

業

概

要

対　象

周南市内の中学校

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

契約締結による事務負担の軽減や施設維持管理コストの縮減を図るため、種別毎に発注している業務の包括発注に向けた検討を進める（包括管理業務委託の検

討）。また、軽微な修繕対応についても包括管理業務に盛り込むことをあわせて検討していく。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

7,871 11,448

117,84730,946

正職員以外

30,946 120,149 102,716

0

100 100目標値 ％

基

本

情

報

％ 100 100

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

101,00634,073

事務事業名 中学校施設管理費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

100 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

14,668

0.75 1.05

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ａ

0.00

2.05

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

14,727 52,080 76,333 297,686 48,785

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

７　教育施設の整備

100

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

9,201 46,572

0 0 11,926

該当 総合戦略

中学校施設の修繕・改修工事

R2年度実績 R3年度見込

事業費執行率 100

実績値

73.6

中学校施設を計画的に改修することで、安心安全な教育環境を確保する。

生徒が安心して快適に学べる教育環境を確保することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

25,800

0 0 0 0

5,508 7,624

6,000 31,300

84,214

12,000

0

1.40

5,526

周

辺

環

境

まちづくり総合計画に基づく実施計画の推進により教育施設の改修を進めているが、築後３０年を経過した施設の老朽化が著しく、今後改修等が必要となる施設の増加

が想定される。

まちづくり総合計画に基づく実施計画の推進により教育施設の改修を進めていた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

市が関与し施設改修を行う必要があるため、最適である。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

生徒が安心して快適に学べる教育環境を確保することを成果としているため、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
令和元年度に策定した「周南市学校施設等長寿命化計画」に基づき施設整備を進めることで、中長期的な維持管理に係るトータルコストの縮減や予算の平準化が可能

となる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

当初の計画どおり、概ね実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

老朽化施設の改修は、安心安全な教育環境の確保のために必要な事業であることから、「周南市学校施設等長寿命化計画」に基づき計画的に進めてい

く。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果上昇

コスト削減

令和元年度に「周南市学校施設等長寿命化計画」を策定したことに伴い、今後は計画に基づき施設整備を進めて

いく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

3,201

正職員

（人）正職員以外
0.75

3,000 6,000

5,526 5,508 7,624

0 0 0

10,017

0

事

業

概

要

対　象

周南市内の中学校

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

令和元年度に「周南市学校施設等長寿命化計画」を策定したことに伴い、今後は計画に基づき施設整備を進めていく。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

14,668 10,017

7044,683

正職員以外

68,709 283,018 38,768

0

100 100目標値 ％

基

本

情

報

％ 112.72 95.8

0.00 0.00 0.00

49,100 192,100

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

96815,272

事務事業名 中学校改修事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 112.7 95.8

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

73.6 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

3,220

0.22 0.47

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ａ

0.00

0.45

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

2,663 2,567 4,170 4,020 4,048

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

１教育・子育て

１　教育の充実

８　学校の再編整備

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

0 0

895 951

0 0 0

総合戦略

●小中学校再編整備の取組方針に基づき対象校の保護者や関係者の合意形成を図り推進　(1） 学校再編整備に対する児童生徒の不安の解消を図

るための統合先学校との交流学習　(2） 統合により休校となった学校施設の適正管理

R2年度実績 R3年度見込

指標なし

実績値

-

小中学校の適正規模の配置を実現することで、教育環境を充実させ、十分な教育効果を得ることができる。

適正な規模の小中学校の確保、配置により、豊かな教育環境を実現させ、十分な教育効果を得ることができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,616 3,413

0 0

0

0

0

0.46

1,768

周

辺

環

境

現在の対象校である６校に係る再編整備については、地域の実情・保護者や関係者の意向を確認しながら取り組むこととしている。　※平成29年４月、中須小を沼城小

へ、中須中を須々万中へ統合　※令和3年4月、和田中を富田中へ統合

平成１８年度から事業開始し、再編整備の方針決定・説明会や協議を開始した。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

児童生徒の教育環境の充実を最優先にしながらも、地域の実情・保護者や関係者の意向を踏

まえながら取り組む必要がある。９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

豊かな教育環境を実現するため、休校中の学校施設を含めた過小規模校の小中学校の児童

生徒に対して適正規模の学校を確保することとしており、目的は妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
休校施設の利活用の推進と、管理経費の縮減を図ることができる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

学校再編整備に対する児童生徒の不安の解消を図るための統合先との交流学習は実施でき

た。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

教育環境の充実の観点から、統合先校への通学の支援を実施しつつ、保護者や学校運営協議会の動向を注視しながら、学校の再編整備に取り組まれ

たい。また、休校となっている学校については、地域とともに学校施設の利活用を検討する中で、廃校への理解を得ることに努めたい。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

休校中の学校施設の利活用に関した方向性の検討を進める。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

895

正職員

（人）正職員以外
0.24

0 0

1,768 1,616 3,413

0 0 0

3,291

0

事

業

概

要

対　象

・過小規模校の小中学校の児童生徒　・休校中の学校施設

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

・今後、過小規模校に入学する児童生徒の減少が想定される。　・経年劣化に伴い、休校施設の老朽化が懸念される。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

3,220 3,291

800757

正職員以外

757 800 757

0

目標値

基

本

情

報

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

757951

事務事業名 小中学校再編整備推進事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

-



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

572

0.30 0.13

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ｂ

0.00

0.08

0

基本施策

トータルコスト

平成２９年度 決算 平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 予算

7,234 5,548 3,368 3,213 4,217

令和３年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和２年度実績

９都市経営

３　効率的かつ効果的な行政マネジメントの推進

３　健全な財政運営

100

指標名 単位 H30年度実績H31年度実績

296 78

6,866 3,345

0 0 0

総合戦略

徳山港町庁舎内の施設及び設備の維持管理、修理、整備及び財産管理等を適切に行う。

R2年度実績 R3年度見込

適正施設管理指数 100

実績値

98.0

生涯学習課職員に対し、文化財保護業務に従事できる環境を提供する。

徳山港町庁舎内の施設及び設備の維持管理、修理、整備及び財産管理等を行うことで、生涯学習課職員に対して文化財保護業務に従事できる環境を

提供することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

2,203 944

0 0

0

1,113

0

0.25

368

周

辺

環

境

平成３０年８月からは本庁舎新設に伴い市長部局所管課が退去し、生涯学習課文化財保護担当の執務室として教育委員会へ所管替え

山口県土木事務所であった建物を譲り受け、平成１７年度から徳山港町庁舎として活用

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み

評

価

総

合

評

価

照明のＬＥＤ化などにより、管理の手間を減らすことが考えられる。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

引き続き庁舎管理を続ける必要がある。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
生涯学習課職員に対して文化財保護業務に従事できる環境を提供することができる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｃ

大きな問題なく庁舎利用できている。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

今後、管理経費の増大が見込まれるが、適切な管理を進めたい。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト増大

施設の老朽化に伴う修繕費用等の増大が見込まれるが、費用対効果を考えながら維持管理していく。

0.00

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

6,570

正職員

（人）正職員以外
0.05

1,084 1,322

368 2,203 944

373 444 373

1,789

0

事

業

概

要

対　象

徳山港町庁舎の施設及び設備

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

引き続き生涯学習課執務室として、また各種団体の事務所としての利用が見込まれる。また、施設老朽化により修繕費用の増大が懸念される。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

572 1,789

875967

正職員以外

2,424 2,641 2,428

0

100 100目標値 ％

基

本

情

報

％ 100 100

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

9423,267

事務事業名 分庁舎管理事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 教育政策課

指

標
活動指標

手　段

-

98 -


